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Ⅰ．中山間地域等直接支払交付金のeMAFFの対応

３．用語の説明

このマニュアルで使用される略語と正式用語は、次のとおりです。

略語 正式用語

多面法 農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律（平成26年法律第78
号）

実施要領 中山間地域等直接支払交付金実施要領（平成12年４月１日付け12構改B第38
号農林水産事務次官依命通知）

運用通知 中山間地域等直接支払交付金実施要領の運用（平成12年４月１日付け12構
改B第74号農林水産省構造改善局長通知）

交付要綱 中山間地域等直接支払交付金交付要綱（平成12年４月１日付け12構改B第
392号農林水産事務次官依命通知）

都道府県規則 中山間地域等直接交付金の交付事務を行うために各都道府県が定める規則

市町村規則 中山間地域等直接交付金の交付事務を行うために各市町村が定める規則

中山間地域等直接支払交付金（以下「本交付金」といいます。）に係る行政手続について

は、令和５年１月31日からeMAFFによる申請ができるようになります（当面は、eMAFF以外の

方法による申請も引き続き可能です）。

eMAFFによる申請に対応いただく事業実施主体及び地方公共団体の皆さまにおかれましては、

アカウントの発行等のご準備をお願いいたします。

なお、今後、eMAFFによる申請が中心となることが考えられるため、その際に多くの事業実

施主体等が円滑にeMAFFに移行することができるよう、試行的にでもeMAFFを利用いただき、

改善すべき点等があればご意見をいただけると幸いです。

１．対応方針について

本交付金のeMAFFによる申請手続は多岐に渡るため、まずは必要最低限の事項を記載したマ

ニュアルを提供することで、利用者の方に、eMAFFの利用に向けた準備をしていただきたいと

考えています。

このため、本マニュアルは順次内容を充実していくこととしますので、掲載を希望する事

項等がありましたら、こちらについてもご意見をいただけると幸いです。

２．本マニュアルについて
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Ⅱ．eMAFFで申請可能な手続について

本交付金に係る行政手続については、

① 集落協定・個別協定と市町村の間

② 市町村と都道府県の間

③ 都道府県と国（農林水産本省・地方農政局、内閣府沖縄総合事務局）の間

のいずれの手続についてもeMAFFにより申請を行うことができます。

ただし、上記の①及び②の手続については、市町村及び都道府県がeMAFFでの申請に対応

している必要がありますので、あらかじめ申請先から案内があった場合を除き、申請の際は、

申請先に対してeMAFFでの申請の可否を確認してください。

協定 市町村 都道府県 国

申請 申請 申請

承認承認承認

eMAFF対応 eMAFF対応 eMAFF対応

eMAFF対応 eMAFF対応 eMAFF対応

① ② ③

１．はじめに
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本交付金は５年間を１つの対策期間として実施しており、本交付金の交付を受ける集落

協定又は個別協定は、各対策期間ごとに、事業計画に集落協定書又は個別協定書を添付し

て、市町村の認定の申請をします。

A00001-1_活動計画書・集落協定の認定申請
A00002-1_個別協定の認定申請

集落協定・個別協定の認定申請

※市町村によって扱いが異なる場合があります。

２．申請可能な具体的手続

（１）本交付金実施に当たっての最初の手続

協定 市町村

申請

認定

※吹き出し内の名称が、eMAFF上の名称です

本交付金に係る手続は、全てeMAFFで申請可能です。

具体的な手続は以下のとおりです。eMAFF上の手続の名称も合わせて記載しますので、

eMAFFで手続を検索するときは、この名称で検索してください。

（２）毎年度行う手続

毎年度行う必要がある手続は、以下のとおりです。

根拠︓多⾯法第７条第１項、実施要領第３、運⽤通知第７の４、市町村規則 等

① 交付申請

根拠︓交付要綱第４、都道府県規則、市町村規則

本交付金の交付を受けるための申請です。

協定 市町村 都道府県 国

申請※ 申請 申請

決定決定決定※

A00006-1_交付金交付申請（農業者→市町村）

A00007-1_交付金交付申請（市町村→都道府県）

A00008-1_交付金交付申請（都府県→農政局）
A00009-1_交付金交付申請（北海道→本省）
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※都道府県や市町村によって扱いが異なる場合があります。

② 遂行状況報告

根拠︓交付要綱第11、都道府県規則、市町村規則

毎年度12月31日現在の事業の遂行状況を翌年１月31日までに（都道府県から国への報告

期限）提出するものです。ただし、概算払請求書の提出をもって、これに代えることがで

きます。

なお、都道府県や市町村によっては、報告を求めていない場合や報告時点が異なる等、

国への報告方法と扱いが異なる場合があります。

協定 市町村 都道府県 国

提出※ 提出※ 提出

A00010_交付金遂行状況報告（農業者→市町村）

A00011_交付金遂行状況報告（市町村→都道府県）

A00012_交付金遂行状況報告（都府県→農政局）
A00013_交付金遂行状況報告（北海道→本省）

③ 概算払請求

根拠︓交付要綱第12、都道府県規則、市町村規則

交付決定（変更承認）を受けた金額の範囲内で概算払を受けることができます。

なお、都道府県や市町村によって本手続の扱いが異なる場合があるため、それぞれの規

則に従ってください。

※都道府県や市町村によって扱いが異なる場合があります。

協定 市町村 都道府県 国

提出※ 提出

A00014_交付金概算払請求（農業者→市町村）

A00015_交付金概算払請求（市町村→都道府県）

A00016_交付金概算払請求（都府県→農政局）
A00017_交付金概算払請求（北海道→本省）

提出※
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④ 所要額調書

根拠︓運⽤通知第14の２

毎年度９月30日までに（都道府県から国への提出期限）毎年度の本交付金の所要額を提

出します。

都道府県 国

申請

A00033_所要額調書（都府県→農政局）
A00034_所要額調書（北海道→本省）

⑤ 交付金実績報告書

根拠︓交付要綱第13の１、都道府県規則、市町村規則

本事業が完了したとき、その日から１月を経過した日又は翌年度４月10日のいずれか早

い日（交付金の全額が概算払により交付された場合は翌年度の６月10日）までに（都道府

県から国への報告期限）提出します。

※市町村によって扱いが異なる場合があります。

協定 市町村 都道府県 国

提出※ 提出 提出

A00022_交付金実績報告（農業者→市町村）

A00023_交付金実績報告（市町村→都道府県）

A00024_交付金実績報告（都府県→農政局）
A00025_交付金実績報告（北海道→本省））
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⑥ 交付実績等報告書

根拠︓実施要領第11、運⽤通知第15

前年度の交付金の交付実績及び実施状況を５月末日までに（都道府県から国への報告期

限）提出します。

市町村 都道府県 国

提出 提出

A00030_交付実績等報告書（実施状況の報告）（市町村→都道府県）

A00031_交付実績等報告書（実施状況の報告）（都府県→農政局）
A00032_交付実績等報告書（実施状況の報告）（北海道→本省）

⑦ 抽出検査の結果報告

根拠︓運⽤通知第11の５

都道府県は市町村に対し、対象協定の中から抽出して証拠書類等について検査を行い、

不適切な事項等があった場合は、市町村に対して指導・助言を行います。

都道府県は、抽出検査の結果を翌年度の４月末までに地方農政局等に報告します。

市町村 都道府県 国

通知 提出

A00038_抽出検査の結果報告（都道府県→市町村）

A00036_抽出検査の結果報告（都府県→農政局）
A00037_抽出検査の結果報告（北海道→本省）
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（３）必要に応じて⾏う⼿続

特定の事由が発生した場合など、必要に応じて行う手続は、以下のとおりです。

① 集落協定・個別協定の変更認定申請

根拠︓運⽤通知第７の４の（５）の①

集落協定・個別協定の内容に変更※が生じた場合に変更の認定申請書を提出します。た

だし、変更内容が軽微※なものについては、届出で足ります（次の②に記載）。

A00001-2_活動計画書・集落協定の変更認定申請
A00002-2_個別協定の変更認定申請

協定 市町村

申請

認定

② 集落協定・個別協定の変更届出

根拠︓運⽤通知第７の４の（５）の②

集落協定・個別協定の内容に軽微な変更※が生じた場合に変更の届出を行います。

A00004_集落協定の変更の届出
A00005_個別協定の変更の届出

協定 市町村

提出

※ 変更認定申請が必要な変更の内容は次のとおりです。それ以外の軽微な変更は、届出が必要となります。

○ 集落協定

(ｱ) 中核的リーダーの指定の変更

(ｲ) 協定農用地の面積の追加

(ｳ) 農業生産活動等として取り組むべき事項の変更

(ｴ) 集落マスタープランの内容の変更

(ｵ) 農業生産活動等の体制整備として取り組むべき事項の変更

(ｶ) 加算措置適用のために取り組むべき事項の変更

(ｷ) 促進計画の「その他促進計画の実施に関し当該市町村が必要と

認める事項」により規定すべき事項に基づき定めた事項の変更

○ 個別協定につき変更認定を要する事項

(ｱ) 協定農用地の面積の追加

(ｲ) 利用権の設定等及び農作業受委託契約の更新

(ｳ) 自作地を対象としている協定の農業生産活動等として取り組むべき

事項又は農用地の利用権の設定等として取り組むべき事項の変更

(ｴ) 加算措置適用のために取り組むべき事項の変更
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※都道府県や市町村によって扱いが異なる場合があります。

③ 交付金変更承認申請

根拠︓交付要綱第８、都道府県規則、市町村規則

交付決定を受けた申請内容を変更する場合や、事業の廃止等を行う場合は、変更承認申

請をします。

なお、承認が必要な変更の内容を含め、都道府県や市町村によって本手続の扱いが異な

る場合があるため、それぞれの規則に従ってください。

協定 市町村 都道府県 国

申請※ 申請※ 申請

決定決定※決定※

A00006-2_交付金変更承認申請（農業者→市町村）

A00007-2_交付金変更承認申請（市町村→都道府県）

A00008-2_交付金変更承認申請（都府県→農政局）
A00009-2_交付金変更承認申請（北海道→本省）

④ 災害復旧計画の提出

根拠︓運⽤通知第４の４、参考様式第11号

交付対象農用地が自然災害を受けた場合は、復旧計画市町村長に提出することにより、

引き続き交付対象とすることができます。

協定 市町村

提出

A00035_その他の農業者から市町村への届出等
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⑤ 特認基準の制定（変更）

根拠︓運⽤通知第３の13の(2)

都道府県知事は、特認地域及び特認基準を設定及び変更する場合は、都道府県の第三者

機関の審査検討を経た上で、地方農政局長を経由して農村振興局長に協議します。

都府県

国

提出

通知

A00003-1_特認基準の制定（変更）（北海道）

地方農政局 本省

北海道

提出

通知

A00003-2_特認基準の制定（変更）（都府県）

その他

このほかに、交付要綱に基づく「事業遅延の届出」及び「交付金年度終了実績報告書」

の申請をeMAFFから行うことができますが、通常、行う可能性が低い手続ですので、説明は

省略します。
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Ⅲ．eMAFFによる申請方法について

手続ごとの操作方法のマニュアルは、eMAFFの申請者ページから閲覧することができます。
現在は年度当初に必要な手続のマニュアルを掲載していますが、順次他の手続きについても掲

載することとしています。

eMAFFの申請者画面

※ 画像は、試験ページの画面のため、実際の画面とは異なります。

ここをクリックする
と手続ごとのマニュ
アルを閲覧すること
ができます。
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本制度に係る手続のeMAFFの入力は、次の方法により行うことがきます。

１．入力方法

① 申請書類一式のファイル添付

申請書類の一式を１つのファイル（データ）にして、添付（アップロード）することによ

り申請します。

例えば、

・申請書類のデータをPDFとして出力したり

・紙をスキャンしてPDFファイルにしたり

・WordやExcelの様式で作成し、

それらのデータを、申請画面に添付することで申請できます。

申請画面のイメージ

② フォームへの入力

申請画面のフォームに文字や数字を直接入力します。

申請画面のイメージ
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③ Excel取込機能の活用による入力

所定のExcel様式に必要事項を入力し、申請画面からデータを取り込む（アップロード）

ことで、フォームに自動的に入力内容が反映されます。

ただし、自動的に反映できる項目とできない項目があるため、できない項目については

フォームでの入力が必要です。

例えば、Excelファイルで申請書を作成し、組織内の処理（稟議）は当該ファイルで行っ

た上で、eMAFFに当該ファイルを取り込んで申請する、といった方法をとることができます。

申請画面のイメージ

④ 所定の様式の添付

国が定めた様式に必要事項を入力し、ファイルを添付します。

「① 申請書類一式のファイル添付」との違いは、文書番号や申請者名等はフォームに入

力した上で、フォームでの入力が困難な事項について、所定の様式を添付することです。

例えば、集落協定書について、自動集計機能が付いたExcel様式を国で用意しますので、

当該様式に必要事項を入力して添付することで申請を行います。

申請画面のイメージ
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先ほど、eMAFFでの入力方法について説明しましたが、全ての手続が①から④までの入力方法

に対応しているわけではなく、手続により対応しているものと対応していないものがあります。

対応している入力方法の種類ごとに、手続を次の４類型に区分し、具体的な操作方法について

説明します。

（１）類型１（①書類一式添付、②フォーム入力、③Excel取込）

２．各手続の操作方法

具体的な操作方法について、交付申請を例に説明します。

A00008-1_交付金交付申請（都府県→農政局）
「①申請書のファイルの添付」により申請
するか（申請書類一式を一つのファイルに
して添付）、
「②フォームへの入力」により申請するか、

いずれかの申請方法を選択します。

上段で「①申請書のファイルの添付」を選択し
た場合は、ドラッグアンドドロップかファイル
の選択により、申請書類一式を添付します。
その後に画面右下（この説明画面では表示され
ていません）の「申請」を押下すれば入力が完
了です。

「フォームへの入力」により申請する場合は、下に進みます。

取込用のExcelファイル（農林水産省ホー
ムページにマニュアルとともに掲載予
定）に必要事項を入力し、ここにアップ
ロードすれば、項目の一部が自動入力さ
れます。

緑枠部分はExcelファイル取込機能で取込
ができない項目ですので、直接、リスト
からの選択等を行ってください。
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特段の伝達事項がある場合は備考欄に記
載します。

最後に、この下に表示される「申請」ボ
タンを押下して完了です。
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Excelファイル取込機能で使用するExcelファイルは、次のようなフォーマットとなっています。

黄色セル部分を入力すると、
該当するフォームの項目が自
動入力されます。

合計欄は、フォームの合計欄
でも自動集計されます。

フォーム上も交付申請額が自
動入力されます。

Excel取込機能のExcelのフォーマット
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交付申請のような交付要綱に基づく手続については、国に申請する場合のみならず、

① 市町村から都道府県

② 集落協定・個別協定から市町村

に申請する場合についても同様に、先ほど説明した操作方法によりeMAFFで申請することができ

ます。

ただし、国への申請様式を参考に申請画面を設計しているため、都道府県規則や市町村規則の

申請様式と申請画面が異なることなどから、フォームを活用した入力に対応していない場合があ

りますので、ご注意ください。

次のとおり、市町村から都道府県への交付申請を例に操作方法について説明します。

A00007-1_交付金交付申請（市町村→都道府県）

都道府県及び市町村に「②
フォームへの入力」により
申請する場合は、都道府県
及び市町村が、フォームで
定める申請項目に対応して
いる必要がありますので、
申請先である都道府県か市
町村に対応しているか確認
してください。

都道府県や市町村への申請画面
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項目の一部について、
申請先に合わせて、
国への申請様式から
変更しています。

17



A00001-1_活動計画書・集落協定の認定申請

「①申請書のファイルの添付」により申請
するか（申請書類一式を一つのファイルに
して添付）、
「②フォームへの入力」により申請するか、

いずれかの申請方法を選択します。

「②フォームへの入力」により申請する場合
は、下に進みます。

「①申請書のファイルの添付」により申請す
る場合は、こちらにファイルをアップロード
してください。

（２）類型２（①書類一式添付、②フォーム入力、④所定の様式の添付）

具体的な操作方法について、活動計画書・集落協定の認定申請を例に説明します。

18



所定の様式（農林水産省ホームページに
マニュアルとともに掲載予定）に必要事
項を入力し、添付します。

所定の様式（農林水産省ホームページに
マニュアルとともに掲載予定）に必要事
項を入力し、添付します。

最初の画面の入力完了後にタブを切り替
えます。
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A00031_交付実績等報告書（実施状況の報告）（都府県→農政局）

基本的な画面は類型１や類型２と変わりま
せんが、申請書のファイルを添付した場合
であっても、所定の様式を添付する必要が
あります。

（３）類型３（①書類一式添付、②フォーム入力、④所定の様式の添付）

具体的な操作方法について、交付申請を例に説明します。

「①申請書のファイルの添付」、「②
フォームへの入力」のいずれの申請方法に
よる場合も、所定の様式を添付する必要が
あります。
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A00033_所要額調書（都府県→農政局）

フォームへの入力後に所定の様式を添付しま
す。

（４）類型４（②フォーム入力、④所定の様式の添付）

具体的な操作方法について、所要額調書を例に説明します。
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eMAFF上の手続名称 類型１ 類型２ 類型３ 類型４

A00001-1_活動計画書・集落協定の認定申請 ○

A00001-2_活動計画書・集落協定の変更認定申請 ○

A00002-1_個別協定の認定申請 ○

A00002-2_個別協定の変更認定申請 ○

A00003-1_特認基準の制定（変更）（北海道） ○

A00003-2_特認基準の制定（変更）（都府県） ○

A00004_集落協定の変更の届出 ○

A00005_個別協定の変更の届出 ○

A00006-1_交付金交付申請（農業者→市町村） ○

A00006-2_交付金変更承認申請（農業者→市町村） ○

A00007-1_交付金交付申請（市町村→都道府県） ○

A00007-2_交付金変更承認申請（市町村→都道府県） ○

A00008-1_交付金交付申請（都府県→農政局） ○

A00008-2_交付金変更承認申請（都府県→農政局） ○

A00009-1_交付金交付申請（北海道→本省） ○

A00009-2_交付金変更承認申請（北海道→本省） ○

A00010_交付金遂行状況報告（農業者→市町村） ○

A00011_交付金遂行状況報告（市町村→都道府県） ○

A00012_交付金遂行状況報告（都府県→農政局） ○

A00013_交付金遂行状況報告（北海道→本省） ○

A00014_交付金概算払請求（農業者→市町村） ○

A00015_交付金概算払請求（市町村→都道府県） ○

A00016_交付金概算払請求（都府県→農政局） ○

A00017_交付金概算払請求（北海道→本省） ○

A00022_交付金実績報告（農業者→市町村） ○

A00023_交付金実績報告（市町村→都道府県） ○

A00024_交付金実績報告（都府県→農政局） ○

A00025_交付金実績報告（北海道→本省） ○

A00030_交付実績等報告書（実施状況の報告）
（市町村→都道府県）

○

A00031_交付実績等報告書（実施状況の報告）
（都府県→農政局）

○

A00032_交付実績等報告書（実施状況の報告）
（北海道→本省）

○

A00033_所要額調書（都府県→農政局） ○

A00034_所要額調書（北海道→本省） ○

A00035_その他の農業者から市町村への届出等 ○

A00036_抽出検査の結果報告（都府県→農政局） ○

A00037_抽出検査の結果報告（北海道→本省） ○

A00038_抽出検査の結果報告（都道府県→市町村） ○

３．各手続の申請パターン

各手続の申請画面のパターン（類型）は次のとおりです。
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